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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施状況（令和5年度実施計画分）

事業
開始日

事業
終了日

給
付
費

200,830,000 200,830,000 R5.12.20

事
務
費

6,528,626 6,528,626 R7.3.31

給
付
費

69,400,000 69,400,000 R6.1.17

事
務
費
①

6,476,601 6,476,601 R7.3.31

給
付
費

11,300,000 11,300,000 R6.1.17

事
務
費

R7.3.31

R5.12.20

R6.10.31

365,709,227

2

3

事務費①に含む

1

低所得者支援（こ
ども加算）給付金
事業
【物価高騰対策給
付金】

①物価高が続く中で低所得子育て世帯への支援
を行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。
②低所得子育て世帯への給付金（子ども1人あ
たり5万円）及び事務費
③R5年度分の住民税非課税世帯及び均等割のみ
課税世帯(世帯員である18歳以下の子ども分）

対象世帯に対して令
和6年2月までに支給
を開始する

発送日　：R6.1.30
送付件数：3,151件
受付期間：R6.1.30～R6.4.30
初回支払：R6.2.22
支給件数：2,869件

福祉課

低所得者支援（住
民税均等割課税世
帯）給付金事業
【物価高騰対策給
付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得者への給付金（1世帯あたり10万円）
及び事務費
③R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯

対象世帯に対して令
和6年5月までに支給
を開始する

発送日　：R6.3.19
送付件数：793件
受付期間：R6.3.20～R6.5.31
初回支払：R6.4.12
支給件数：694件

福祉課

令和5年度価格高騰
重点支援（追加）
給付金事業
【物価高騰対策給
付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得者への給付金（1世帯あたり7万円）及
び事務費
③R5年度分の住民税非課税世帯

①物価高騰対策としての市民生活支援のための
商品券（1人当たり3,000円分）の配布。
②商品券の配布に要する経費
③令和5年12月1日時点で美祢市の住民基本台帳
に登録されている者

世帯主に世帯員1人
当たり3,000円分の
商品券を配布する

発行枚数：63,381枚（A）
使用枚数：61,620枚（B）
使用率％：97.2　(B÷A）
※発行枚数（A）は、作成枚数から処
分枚数（基準日までに対象から外れた
人や受取らなかった人等）を減じたも
の

福祉課71,174,00072,064,099

合計 294,535,227

担当部署
交付金
事業名

事業の概要
①事業目的
②事業内容
③事業の対象

総事業費
（円）

うち交付金
充当額
（円）

実施計画
成果目標

事業実績

対象世帯に対して令
和6年5月までに支給
を開始する

発送日　：R6.3.19
送付件数：141件
受付期間：R6.3.20～R6.10.31
初回支払：R6.4.12
支給件数：122件

福祉課

4
市民生活支援
（追加）商品券配
布事業
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施状況（令和6年度実施計画分）

事業
開始日

事業
終了日

給
付
費

42,800,000 42,800,000 R6.3.12

事
務
費
①

4,648,104 4,265,984 R7.3.31

給
付
費

3,000,000 3,000,000 R6.3.12

事
務
費

R7.3.31

給
付
費

158,350,000 158,350,000 R6.3.12

事
務
費

6,477,188 6,477,188 R7.3.31

給
付
費

100,500,000
（91,500,000）

9,000,000 R7.1.24

事
務
費
②

9,911,000
（5,670,097）

4,240,000

給
付
費

3,280,000
（3,280,000）

0 R7.1.24

事
務
費

R6.4.1

R7.3.31

1

2

3

福祉課

【こども加算（新たに給付金対象となった世帯分）】
①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得者の子育て世帯への給付金（こども1人当たり5万円）及び事務費
③R6年度分の住民税非課税又は均等割のみ課税世帯(世帯員である18歳以下の
子ども分）

対象世帯に対して
令和6年5月までに
支給を開始する

福祉課

【新たに住民税非課税又は均等割のみ課税となる世帯への支援】
①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得世帯への給付金（1世帯当たり10万円）、事務費
③R6年度分の住民税非課税又は均等割のみ課税世帯（R5年度に住民税非課税
世帯等の給付対象となった世帯を除く）

対象世帯に対して
令和6年5月までに
支給を開始する

事務費①に含む

【住民税非課税世帯への支援】
①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得世帯への給付金（1世帯当たり3万円）及び事務費
③R6年度分の住民税非課税世帯

発送日　：R6.7.3
送付件数：527件
受付期間：R6.7.3～R6.10.31
初回支払：R6.8.2
支給件数：428件

【定額減税を補足する給付（調整給付）】
①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②定額減税補足給付金、事務費
③R6年度税制改正による定額減税可能額が減税前税額を上回る（減税しきれ
ない）と見込まれる納付義務者

【こども加算】
①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得者の子育て世帯への給付金（こども1人当たり2万円）、事務費
③R6年度分の住民税非課税世帯において18歳以下のこどもを扶養している世
帯

発送日　：R6.7.3
送付件数：4,270件
受付期間：R6.7.3～R6.10.31
初回支払：R6.7.26
支給件数：4,094件

事務費②に含む

低所得者支援・定
額減税補足（調整
給付金不足額）給
付金事業

低所得者支援及び
定額減税額補足給
付金事業

対象世帯に対して
令和7年3月までに
支給を開始する

6,434,758

①物価上昇に伴う学校給食の食材費高騰分を補助することで、保護者の経済
的負担を軽減し、学校給食の質を確保する。
②給食食材高騰分を補助する。
③市内の小中学校及び支援学校に在籍する児童生徒の保護者

6,000,000
補助実施食数
203,691食

補助実施食数：198,217件
学校給食食材費
補助事業

教育
総務課

総事業費

（繰越額）

R6交付金
充当額

実施計画
成果目標

事業実績 担当部署
交付金
事業名

事業の概要
①事業目的
②事業内容
③事業の対象

発送日　：R7.1.24
送付件数：144件
受付期間：R6.3.7～R7.6.30
初回支払：R7.3.28
支給件数：144件

福祉課

福祉課

発送日　：R6.7.3
送付件数：62件
受付期間：R6.7.3～R6.10.31
初回支払：R6.8.2
支給件数：60件

発送日　：R7.1.24
送付件数：2,850件
受付期間：R6.3.7～R7.6.30
初回支払：R7.3.28
支給件数：2,736件

福祉課

対象世帯に対して
令和6年5月までに
支給を開始する

対象世帯に対して
令和7年3月までに
支給を開始する
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施状況（令和6年度実施計画分）

事業
開始日

事業
終了日

総事業費

（繰越額）

R6交付金
充当額

実施計画
成果目標

事業実績 担当部署
交付金
事業名

事業の概要
①事業目的
②事業内容
③事業の対象

R7.2.12

R6.8.1

R7.3.31

R7.1.24

5

6

4
中小事業者等省
エネ対策設備等
導入支援事業

商工
労働課

①エネルギー価格高騰により、経営に影響を及ぼしている市内中小事業者等
の省エネ環境の整備を目的とした取組について支援することで、経済的負担
の軽減及び事業の継続化に繋げる。
②一定の省エネ効果が認められる省エネ機器の導入に要する経費の2/3又は
1/2を補助する。
③市内中小事業者等

支援を受けた事業
者が1年後も、全
体で95％以上事業
を継続しているこ
と

12,500,000

（12,500,000）
0

福祉課
市民生活支援商
品券配布事業

①物価高騰対策としての市民生活支援のための商品券（1人当たり3,000円
分）の配布。
②商品券配布に要する経費
③令和7年4月1日時点で美祢市の住民基本台帳に登録されている者

商品券使用率97％
以上

73,094,000
（71,800,960）

0

農林課824,000
自給飼料生産促
進事業

①飼料価格高騰の長期化により畜産経営への深刻な影響が懸念される中、自
給飼料の生産を促進し、畜産農家の経営安定を図る。
②作付けに要した飼料作物の種子の購入経費に対する補助金
③3,059千円（2千円/㎏×4㎏/10a×114.7ha×1/3）
④市内耕種農家及び畜産農家

810,000

支援を受けた市内
耕種農家及び畜産
農家が実施する飼
料作物の作付面積
114.7haの維持、
増加

支給件数：26件
作付面積：65ha

合　計
421,819,050

（184,751,057）
221,703,172
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